
第８章
フィリピンの金型産業
―国内産業の成長の鍵を握る―

はじめに

フィリピンの金属加工産業は、機械加工、溶接、熱処理、電気めっき、鋳造、鍛造、金型の

７部門に分類される。フィリピンの金型部門は金属加工産業の主要部門の一つであり、政府に

よって、特に科学技術省金属工業研究開発センター（DOST-MIRDC）を通して、技術支援を

受けている。さらに政府は、この部門の潜在能力を有効に利用すれば、他の企業・産業に計り

知れない影響を及ぼすであろうことを認識している。

グローバル市場の時代にあって、フィリピンが持続可能な開発を達成する唯一の方法は、こ

れらの重要産業（特に金型産業）の国際競争力を確保することである。フィリピン金型産業の

発展にはずみを与える役割を果たした政策的介入の一つは、１９９０年～２０００年の金属機械産業全

国行動計画（The Metals and Engineering Industries National Action Plan１９９０－２０００）であ

った。この計画では、金型産業の活動・発展を調和させ、前進の歩調を速やかに定める組織を

設置する必要のあることが明らかになった。

金型産業は、フィリピンの近代化を推進する最も有望な原動力であると考えられていること

は言うまでもなく、潜在的市場性を秘めているため、この産業の成長を妨げる障害となる問題

を調査するべく各種の徹底的な研究が実施された。フィリピンにおける金型産業には、フィリ

ピンに固有の長所がいくつかある。例えば①英語を話す労働力、②比較的低い生産コスト等が

挙げられる。一方、金型産業の実績に悪影響を及ぼす脅威もあり①過剰な政治活動が行われて

いること（フィリピンは政治的に不安定な時期にある）、②教育制度が生産的事業に資するこ

とを十分に志向していないこと、③莫大な対外債務を抱えているため外国からの介入を受けや

すいこと等が挙げられる。 （フィリピン金型工業会）
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第１節 金型産業のおかれている状況

結論から言えば、フィリピンにおける金型産業は FADMA加盟国の中では最も弱体である

と言える。金型に関係する企業で構成されている金型工業会もその参加企業数は、金型を製造

していない企業を含めても７０社程度であり、今後も地場産業の急激な伸びが無い限り大きな増

加は期待できない。

又、金型工業会に属していない金型企業数全体でも、２００２年時点で１２２社しか存在しない。

その従業員数は８０００人弱であるがこれには金型を使って部品を作り出す従業員数も多く含まれ

ているものと考える。その企業形態は当然ながら殆どが小規模形態である。

フィリピンの金型産業が弱体である理由は種々あるが、主たる理由としては

① 金型を必要としている国内産業が少ない

② フィリピンの国としては金型産業を重要産業として捉えているが、一般的には金型産業

＝３K職場の印象が強く、優秀な技術者や技能者が従事したがらない

③ フィリピンでは工作機械産業が無いため、金型企業で使用する設備は高価な輸入工作機

械に頼らざるを得ない

④ 金型を専門とする教育機関がほとんど無い

等である。

又、金型を使って製造した製品や部品を輸出しようとしても、近年急速な伸びを見せている

近隣の台湾や中国が競争相手として存在するため、競争力の無いフィリピンではそれに打ち勝

つことは非常に難しい。そのため、一部米国向け製品のための部品作りのため金型作りを行っ

ている企業もあるが、ほとんどの金型企業は国内向け製品作りのため金型作りを行っている。

このように国内に限定されている場合には金型の数も限られることとなり、市場が小さく金型

専業メーカーとしての経営を行うことが困難であるため、部品メーカーが自ら金型を自社内で

製造するケースが大半である。

フィリピンは、１９９７年ごろまでは半導体製造のアジアの拠点としての位置付けがあり、その

半導体を使った電子産業や HDD産業が、安くて質の高いすなわち器用な女性労働者を狙って

日本を始め米国や欧州の企業がフィリピンへの進出を積極化させていた。特に HDD装置産業

はタイと肩を並べるほどの伸びを見せていた。そのため金型産業もそれに関連した企業が立ち

上がり日本からも数社進出を行った。しかしながら、その後のアジア経済危機の波が起き、同

時に急激な中国の台頭がありフィリピン進出の産業は一時の勢いが無くなり、それにつれフィ

リピンの金型産業もその伸びを止めてしまった、とフィリピン金型工業会は述べる。

一方、アジア各国で製造の柱としようとしている自動車産業は、一部の自動車メーカーの部

品製造を行っているが、自動車の完成品の基地とはなっておらず、又各自動車メーカーも今後
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の計画にはフィリピンでの完成自動車産業は無い。金型産業や機械産業の大きな市場の一つで

ある自動車産業が無いのは、今後の大きな発展に対する影を落とす結果となっている。

フィリピンの金型の輸出入関係を見てみると、完全に輸入超過である。２００１年度の外国貿易

収支では輸入が４３００万米ドルに対して輸出は僅か２５０万米ドルにしか過ぎない。その輸入額全

体のほぼ半分は日本からの輸入に頼っている１。

第２節 金型に関係する業界団体

フィリピンにおける金型業界に関係する業界団体は金型企業を中心とした PDMA（Philippine

Die and Mold Association）と鋳造企業を中心とした PMAI（Philippine Metalcasting Associa-

tion, Inc）及び鍛造企業を中心とした FLAPI（Forging Industry Association of Philippines Inc）

があり、又金属関係最大の組織としてMIAP（Metal Industry Association of Philippines）が

存在する。いずれの工業会も経営者の集まりであり技術者の集まりは無い。元々フィリピンで

は自社の技術力を見せたがらないことがあり、今回、金型企業をつぶさに調査できたのは異例

なことであった。この閉鎖性は近藤靖彦 JICAチーフアドバイザーによると国民的な気質に起

因するという。今後フィリピンの基盤産業を調査する場合には、この閉鎖性を十分に加味した

計画を立てる必要がある。

前述した工業会のうち、金型製造に最も関係が深い PDMAは、年会費２０００ペソ（約４０米ド

ル）程度の安さにも係わらず７０社しか参加しておらず、工業会全体でも年間予算が１５万ペソ

（約２９４２米ドル）程度では活動らしい活動は出来ていない。本書第５章で述べた FADMAの会

費は年間１５００米ドルでありそれを金型工業会として支払うことを考慮すると金型工業会として

の資金が全く無いといってもよく、従って会員の状況把握や数値データの収集まではとても手

が回っていない状況である。そのため、PDMAは現在政府の支援を受けた活動しか出来てお

らず自主的な活動は今後も難しい。 （横田 悦二郎）

第３節 金型産業の概要

先行調査２によれば、１９６０年代には金型技術に従事する企業が７社と少数であったが、現在

１ 詳細は、フィリピン金型工業会「第１１章：フィリピンの金型産業」（水野順子・佐々木啓輔編『アジ

アの工作機械・金型産業の海外委託調査結果』アジア経済研究所、２００３年１月）。
２ MIRDC, The Philippine Tool and Die Making Industry Study１９９１年版、１９９６年版等参照。
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は１２２社が活動している。これらの企業の大多数（８６％）は、産業活動が活発な大都市部を拠

点としている。残りの企業はメトロマニラ郊外地域に散在している。金型企業のうち約７０％が

小企業、２８％が中企業、２％が大企業に分類される。

�１ 技術力・労働力

今回実施した調査によれば、現在、金型従業員数は７６１７人である。金型企業は１社当たり平

均で６２人の従業員を雇用している。１９９６年にMIRDCが金型部門を対象に実施した調査で得ら

れたデータと比べて、この数字は従業員数の微増（５１４３人から４８％増）を示している。約８０％

（６０９０人）が常勤従業員、２０％（１５２７人）がパートタイム従業員である。図１に、金型産業の

職能別従業員数を示す。

�２ 賃金水準

金型企業所有者は、熟練設計者に１時間当たり平均２．１６米ドル（１１０ペソ）、熟練機械工に同

１．５０米ドル（７６ペソ）を支払っている。フォアマンの賃金は４９～６７ペソ（平均１．１４米ドル）で

ある。未熟練労働者は最も賃金が低く、１時間当たり０．７３米ドル（３７ペソ）である（図２を参

照）。熟練設計者は、１カ月当たりの賃金が最低３０２米ドル（１万５４０２ペソ）、最高３７３米ドル

（１万９０２０ペソ）である。これに対して熟練機械工は、一般に勤務の報酬として月平均２８２米ド

ル（１万４３８６ペソ）を受け取っている（図２）。フォアマンと未熟練労働者は、それぞれ３０１米

ドル（１万５３８９ペソ）、１４７米ドル（７５００ペソ）程度を月末に支給される。金型企業が支給する

付加給付に関しては（表１）、上記各カテゴリーの従業員は専門知識に応じて付加給付を得て

いる。

図１ 職能別従業員数

（単位：人）

（出所）水野・佐々木編［２００３：２５８］
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図３ 技術系従業員の１ヶ月当たり最低・最高・平均固定賃金（単位：フィリピン・ペソ）

（出所）図２に同じ。

図２ 技術系従業員の平均固定賃金（単位：フィリピン・ペソ）

（出所）水野・佐々木編［２００３：２５９］

表１ 従業員の付加給付（単位：米ドル）

職 種 最 低 最 高 平 均

熟練設計者 １１３ ２１６ １６６

熟練機械工 １６８ １８４ １７３

フォアマン ９２ １１１ １４４

未熟練労働者 ８１ ９９ ９０

（出所）水野・佐々木編［２００３：２６０］
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�３ 年間労働時間

金型産業の年間労働時間は、当該従業員が遂行する職務の種類によって著しく異なる。表２

は、労働者の年間所定内労働時間を比較したものである。平均するとフォアマン（班長または

職長）の労働時間が最も長い。フォアマンは全ての作業を調整し、生産現場への指示が的確に

なされることを保証するという生産活動の中核的役割を担うとみなされているためである。熟

練設計者の年間所定内労働時間は、熟練機械工より多少長い２７４８時間である。残りの技術系人

員については、平均で２４２２～２７２８時間となっている。表３には、フィリピン金型産業の労働者

の年間実労働時間を示す。 （フィリピン金型工業会）

第４節 経営形態

フィリピンの金型産業は大きく分けて中華系経営者の企業、現地フィリピン人が独自で経営

している企業と外資系企業に大別できるが、この内外資系企業は日系以外殆ど無くアジア各国

にある米国系や欧州系の金型企業は見当たらない。従って、ここではこれら３種類の経営形態

の企業に分けてその実態を記述する。

１． 中華系経営者の金型企業

多くの中華系経営者の金型企業は金型を自社内で製造し、それを使って部品及び製品の製造

表２ 金型産業の年間所定内労働時間（単位：時間）

従業員の種類 最 低 最 高 平 均

熟練設計者 ２，６７０ ２，８４５ ２，７４８

熟練機械工 ２，６６３ ２，８３４ ２，７２８

フォアマン ２，９２８ ３，２２０ ３，０６０

未熟練労働者 ２，３８４ ２，４９８ ２，４２２

（出所）表１に同じ。

表３ 金型産業の年間実労働時間（単位：時間）

従業員の種類 最 低 最 高 平 均

熟練設計者 ２，９２８ ３，２４１ ３，０９３

熟練機械工 ２，８７７ ３，２３３ ２，７７１

フォアマン ３，７２８ ４，２５３ ３，９７９

未熟練労働者 ２，４２６ ２，６８２ ２，５５４

（出所）水野・佐々木編［２００３：２６１］
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販売を行っている。つまり金型作りは製品や部品を製造販売するためのツール作りに他ならな

い産業といえる。

�１ 金型の品質

金型を販売する、いわゆる「売り型」でないこともあり、品質は高いとは言い難い。特にそ

の中でもプレス用金型は、家電用の簡単な金型や電子機器のケース用金型が中心であり、数も

少なく寿命（耐久性）が要求されないため品質は甚だしく低い。「抜き製品」に“バリ”等が

発生しても手作業での後処理での対応が個数的に可能なため、特に金型の品質を向上させて

「バリの無い金型作り」を行う意欲に欠ける。プラスチック用金型に関しても主として国内向

けの家電製品が中心であることもあり、日本や他の先進国で要求される高品質を必要とされな

いため相対的に金型品質は低い。

しかしながら、「品質」に対する判断は日本の基準に合わせた判断であり、バリ取りを後工

程で行う事により最終製品に差が無い場合は、必ずしも「品質が低い＝金型が良くない」の判

断は出来ない。かえって金型の品質が低くても、安価な短納期の金型を利用する事により、最

終製品が安価でかつ短納期で供給できれば、需要の要求に合致しているわけで、フィリピンの

金型作りも輸出を目指したもので無ければ十分な品質である場合もある事を忘れてはならない。

�２ 設備の状況

利益中心（コスト中心）で高品質金型を目指さないため、金型製造用設備への投資意欲は低

い。主として１０～２０年前の日本製や欧州製の工作機械が中心で、最新の台湾製の工作機械でさ

え導入される例は少ない。

�３ 経営状況

従業員の賃金が他の産業に比べ低く抑えられている上、製造する製品の利益率が比較的高い

こともあり経営状況は概ね良い状況にある。従って殆どの中華系の金型企業は利益が上がって

いる。又、金型企業家（多くはオーナー経営者）は、経営で上げた利益を単に金型産業ばかり

でなく、他の産業分野へ投資し多角化またはグループ化しているので、金型産業の衰退や景気

不振がそのままグループの経営不振につながるという現象は起きない。今回調査した中華系の

金型企業もその例に漏れない。フィリピン金型工業会の前会長のグループ会社は医療クリニッ

クを別に経営しており、現在の金型工業会会長の会社はスナック菓子の製造販売も行っている。

�４ 今後の動向

中華系の金型企業の今後は甚だ流動的であると言わざるを得ない。今後「利益が出そう」と

見れば即拡大継続していくであろうし、逆に今後「利益が見込めない」と見れば、即従業員を

第
８
章

フ
ィ
リ
ピ
ン
の
金
型
産
業
―
国
内
産
業
の
成
長
の
鍵
を
握
る
―

１９１



解雇し廃業する道を選ぶであろう。このことはフィリピン金型産業の将来を、もし中華系の金

型企業に委ねるとすれば、長い目で見てフィリピンの金型産業の発展は非常に難しい局面に立

たされるであろう事が予測される。

２． フィリピン系経営者の金型企業

フィリピン人が独自で経営している金型企業は非常に少ないが、比較的純粋に金型作りに取

り組んでいる。

�１ 金型の品質

今回の調査対象となったフィリピン人による経営を行っている金型企業の例は特殊例かもし

れないが、驚くほど品質の高い金型製造を行っていた。金型技術教育は日本の金型企業（長野

県にある精密プレス用金型の中堅企業）が技術協力しているが、その技術は日本の金型企業に

負けないばかりでなく、一部の金型の品質は日本の金型精度をしのぐほどの品質である。

製造面で最も大切な「測定」もトレーサビリテイを丁寧に取っており、一つ一つの部品作り

も完璧で何の問題も無いほどである。世界のどこにも負けない品質の金型も教育訓練が完全な

らばフィリピンでも製造できることが実証されている。

�２ 設備の状況

品質の高い金型作りを目指すためには、高精度な工作機械設備が絶対条件である。調査した

金型企業の設備は日本の和井田製作所や牧野フライス製作所といった最新の高精度な設備を始

め、スイス製放電加工機やMAHOのマシニングセンタといった高級欧州工作機械設備まで装

備されている。

又、使用される工具類も目的別によく選定され、優れたものを海外から直接輸入している。

経営者はそのような優れた機械設備や工具といった設備導入のために、工作機械に関する最新

情報の収集に貪欲で、JIMTOFやシカゴショウといった世界の一流の展示会には足しげく通

い常に技術動向を注視している。

�３ 経営状況

調査した会社は主として国内 IC産業向けの精密金型作りであるため、多少の景気、不景気

の波はある。しかしながら、「国内トップの技術」を売りにしているため比較的高い価格で安

定した受注が取れている。従って、高価な最新設備を導入し、経費面では負担が大きいが経営

状況は比較的良い。
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�４ 今後の動向

フィリピン人として国の産業を育成しようとする意欲があるため、今後これらフィリピン人

が中心となった金型企業が育成されればフィリピン金型産業も活性化する可能性もある。

３． 日系経営者の金型企業

フィリピンの金型産業は、進出日系金型企業が先導役を果たしてきたことは間違いない。今

後も日系金型企業がどの程度フィリピンに進出するかによりフィリピンの金型産業の去就を決

める可能性がある。

�１ 金型の品質

フィリピン国内向け部品製造のための内製金型作りが殆どであるが、フィリピン全体の金型

の品質に比較してその品質は非常に高い。金型寿命も長いため、比較的多量の部品製造向け金

型が中心である。従って、金型製造コストは高めであるが製造された品質が高いため受注量は

豊富である。

�２ 経営状況

経営者自体の努力具合による。品質を高めたためのコスト高をカバーするには如何に効率

（能率）を上げた生産をするかにかかっている。しかしながら、現地従業員にしてみれば効率

アップ＝給料アップに直接繋がらなければ効率アップに協力する姿勢を示すことは無い。ここ

で単に給料をアップさせれば益々効率を上げなければならず効率アップにも限界がある。今回

調査した日系企業はその経営者がじっくり時間をかけて、従業員との関係を作り出したおかげ

で日本式の「会社への貢献」の意味付けが社内にいきわたっており、従業員が積極的に効率ア

ップを目指している。その結果、効率が良い生産が行われ、経営状況は非常に良い。しかしこ

れには、経営者の個人的な努力が必要であり、日系企業といえども生半可な気持ちでの経営で

は立ち行かなくなっている例３がある。

�３ 設備の状況

日系企業＝日本の工作機械を中心とした設備ではない。主として日本製の工作機械が使用さ

れているが、台湾製や韓国製の設備とうまく使いこなしている。

３ フィリピン金型工業会から聴取。
４ 同上。
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�４ 今後の動向

今回訪問調査した ITO-FOCUSの成功例は、現在のフィリピンの金型産業におけるインフ

ラ不足の中ではむしろ特殊例であり、多くの日系金型企業はこのような成功を収めることは出

来ていない４。今後、この小さなフィリピンの市場の中で日系の金型企業が進出しても、経営

者が余程努力しないと成功する確率は低いと言わざるを得ない。 （横田 悦二郎）

第５節 政府の支援

日本政府は国際協力事業団（JICA）およびMIRDCを通し、１９９７年～２００２年に総額５００万米

ドルの「フィリピン金型技術向上プロジェクト（プラスチック用金型）」を行なった。このプ

ロジェクトは JICAが金型設計・加工・組立・補修・試作の長期専門家、およびプラスチック

射出成形の短期専門家をフィリピンに派遣して現地の技術者・技能者を訓練する事であった。

DOST-MIRDCの産業訓練・人材開発課（ITSDS）が ISO１９００１を取得することができたのは、

DOST-MIRDCが JICAおよび国連開発計画（UNDP）を通して日本政府との間で実施した二

国間・多国間プロジェクトによるものであった。資金源は、２０００年１月から２００１年１２月まで実

施された３２万米ドルのプロジェクト「精密金型センター設立支援：PHI－９９－００２」である。

現在、精密金型センター（PTDC）は、金型機械加工や金型製作に関する２年間の訓練プロ

グラムと、金型の設計・加工・組立・補修・試作に関する６カ月間の訓練プログラムを実施し

ている。また PTDCは、倣いフライス作業、CNC旋盤による加工・プログラミング・操作、

CNCフライス盤による加工・プログラミング・操作、CNCワイヤ放電加工、CNC型彫り放

電加工、CLデータ作業、CNC CMM、CNC光学式倣い研削、CNC平面研削、CNC円筒研削、

金型研磨・組立技術、プラスチック射出成形機操作、プレス機操作に関する１６～４０時間の訓練

も実施している。進行中のプロジェクトの一つは、フィリピン－スペイン合同プロジェクト

「MIRDCの精密金型設計・製造能力の向上」である。このプロジェクトに基づいて、国内の

リソース・パーソン・グループに以下の技術を習得させることにしている。

�１電子機器（例えばコネクター、半導体、データ処理装置など）用の圧縮成形およびトランス

ファー成形

�２プラスチック包装製品などの吹き込み成形および熱成形

このプロジェクトの目的は、①半導体や電子アプリケーション用の精密金型を設計・加工・

組立・補修するためのMIRDCにおける技術力の改善、②プラスチック包装用の金型を設計・

組立・補修する技能の向上、③魅力的で環境に優しい低価格の適切なプラスチック包装製品の

生産における設計能力の向上である。

２００２年フィリピン投資優先計画（IPP）の規定に従い、国内金型メーカーは一定の投資優遇
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措置を受けている。金型産業を IPPの対象に含めた目的は、雇用機会の創出、中小企業の強

化、企業の拡大・近代化の支援、輸出の増加、事業コスト・生計費の抑制である。この努力は、

事業機会を創出する経済環境を確立・維持し、すべてのフィリピン人の生活水準を改善するこ

とを目的に推し進められた。投資対象分野は、全国リストと地域リストに分けられている。全

国リストに列挙されるのは、全国を対象とする活動で、政令第２２６号に定めるインセンティブ

を受ける資格があり、一般・特別ガイドラインの適用を受けるものである。フィリピン政府は、

金属産業に次の免税措置も提供している。

① 輸入資本設備とそれに付随する交換部品に係る３０％の税金

② プロジェクトの種類・状況に応じて３～６年間の所得免税

③ 輸入交換部品に係る税金・関税の免除

④ 波止場使用料・輸出税・関税・輸入税・手数料の免除

⑤ 国内資本設備・交換部品の税額控除

⑥ 原材料・供給品の税額控除

⑦ 直接労働力に含まれる追加的な熟練・未熟練労働者の賃金の５０％または登録後５年間の

労務費を課税所得から追加控除

⑧ 登録企業の必要な主要インフラストラクチャー工事に係る追加控除

又、非財政的インセンティブには、以下のようなものがある。

① 登録後５年間にわたる外国人の雇用

② 設備・交換部品・原材料・供給品の輸入および加工製品の輸出に関する通関手続きの簡

略化

③ 再輸出保証金の支払いを条件とする委託設備の無期限輸入

④ 通関規則・規定に従うことを条件に製造・販売保税倉庫を運営する特権

（フィリピン金型工業会）

第６節 機械産業と金型産業の関係

今回フィリピン金型工業会が実施した調査によると、過去１１年間フィリピン金型企業は１台

もフィリピン製の工作機械設備を導入していない。つまり、フィリピンには金型産業向け工作

機械産業は存在しない。

又、調査によると設置された設備のうち、非 NC工作機械の比率が他の国の比率に比べて高

い事が指摘できる。これは機械設備が輸入品であるため、フィリピンの物価水準に比べ高額に

なり NC工作機械まで手が出ないこともあるが、NC工作機械を扱える技術者が少ない事も起

因していると考える。
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工作機械産業をその国に持たないことは金型産業にとって大きなハンディになる。工作機械

産業が国内に無いとそれに関連する

① 切削工具や研削工具産業

② 工作機械用把持工具（ツーリング）産業

③ 工作機械に使う治工具産業

も存在しないため、全てを輸入に頼ることになる。このことは為替の変動を考慮すると経営は

非常に困難になる。

事実、フィリピンの金型企業は工作機械ばかりでなく前述した工具類も全て輸入に頼ってい

るため、常に為替変動を考慮した経営を行っているところが多い。金型材料のみならず工作機

械産業を持たないフィリピンは、今後他の国々と違った全く新しい金型づくりを模索しなけれ

ばならないかもしれない。

第７節 金型産業の今後

フィリピンの金型産業の置かれている現状は前述した様に必ずしも良くない。しかしながら

フィリピンは

① 英語を使える労働力

② 安い生産コスト

③ 比較的器用な人材が多い

と言う大きな利点を持っている。反面、

① 政治的に不安定である

② 製造業向けの教育がなされていない

③ 膨大な対外債務がある

と言う欠点がある。

もし今後政治的に安定した国になり、「製造」に対する教育が集中して行われる事があれば、

アジアの中では中国・タイに続く大きな製造国として伸びる可能性を持っている。しかしなが

ら政治的な安定が無ければ、進出する企業も少なく金型産業も急激な伸びは期待できない。
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第８節 日本との協力体制に関して

１． 今後の技術支援

現状のフィリピンの政治情勢や金型産業を支えるインフラから判断して今後、民間ベースで

のフィリピンに対する技術支援体制をとることは非常に難しい。

一方、前述した様に海外からの技術支援が無ければフィリピンの金型技術向上は今後もあり

得ない。フィリピンの貿易相手国は主として米国であったが、残念ながら米国には金型技術支

援を行うシステムさえ持ち合わせていない。フィリピンが輸入する金型の大半を占める日本が、

今後何らかの形で技術支援を行うことが両国にとって重要なことであると言える。特に、中国

のプラスチック用金型の急激な台頭で今後フィリピンが中国に勝てるプラスチック用金型産業

を立ち上げるには、長い期間がかかるばかりでなく現状の状態から見ればそれは不可能とも言

える作業である。従ってフィリピンにとって今必要な技術は、国内電子産業を活性化させるた

めにも他の国が持っていない技術―例えば「精密プレス用金型」―に対する支援が最優先課題

である。

２． 技術協力の内容案

今後技術協力を推進するにあたり、フィリピン側で必要なことは国として「もの作り」の大

切さを教育することである。フィリピンでは「もの作り」に対する認識が不足している上、金

型設計や金型製造技術以前の「基礎技術」に欠けているため、今後長い時間をかけた一般的な

基礎技術の教育から始める必要がある。むしろ、今後フィリピンの工業高校レベルの製造技術

教育支援が有効な手段であると考える。

又、考慮しなければならない点として、日本が今後協力するにしても、JICAプロジェクト

で５年間フィリピンの金型産業に向けた教育に力を注いだ近藤博士が主張する「フィリピン企

業者の閉鎖性の打開」も必要である。

３． 日本の金型産業との協力体制について

現時点でフィリピンの金型産業と日本の金型産業が協力して国際分業体制を取る事は、それ

が縦型分業（金型製造を工程分業する）であろうと横型分業（金型の種類によって分業する）

であろうと非常に難しい。前述した日系の金型企業の例でもわかる様に、単独でフィリピンに

進出する事はリスクが大きすぎる。唯一考えられる手段として、フィリピン系の金型企業との

提携による進出が考えられるが、国内産業の広がりが不透明な現在、余程目的を明確にした提

携を行わないと成功する確率は低いと言わざるを得ない。
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おわりに

総じて言えばフィリピンの金型産業のレベルは特殊な２～３社を除きアジアの中ではかなり

低い。今後金型産業を必要とする日本の企業がフィリピンに進出する際にはこの技術不足が大

きな障害になることは間違いない。一方、フィリピンは全員が英語が使えることもあり日本企

業が進出しやすい環境でもある。今後日本の企業がバランスの良い海外進出を考慮するとフィ

リピンの基盤産業の確立が望まれる。それには、日本の支援が絶対条件であることも間違いな

い。 （横田 悦二郎）
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